
（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

20

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

2

3 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

室長名

0.20

担当室名担当部局名

2,2162,216

2,216

1-9.安心できる暮らしの創造（危機管理体制の充実）

・名張地区防犯協
会負担金

・名張地区防犯協
会負担金

2,243

地域防犯活動事業

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

企画財政部 危機管理室 藤岡　善光 63-7271

事業期間

小 施 策

2,216

・名張地区防犯協会負担金
2,216千円

重点施策コード

2,216

根拠法令等

人件費②（千円）

政 策

基本政策

施 策

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

総
合
計
画

事務事業名

新・継

事業概要

名張警察署が事務局となり、名張署管内（伊賀市青山地区を含む）での街頭犯
罪抑止啓発活動、名張川納涼花火大会街頭啓発、年末年始特別警戒、戎まつ
り街頭啓発の実施のほか、青少年健全育成活動、広報啓発活動など、幅広い
地域安全活動を実施しています。

[事業内容（事業量）・事業費]

・名張地区防犯協会負担金
2,216千円
・電話料27千円

連絡先

2,216

地方債

県支出金

①
の
財
源
内
訳 一般財源 2,243

平成 年度～ 年度平成

総費用①+②（千円）

1009(H.22)No.(H.21)No. 1009

人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし

総務費

（小事業名）

地域防犯活動事業

総務管理費

防犯

地域防犯活動の促進

一般会計安全で安心な地域づくり

めざす効果（事業目的）

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

事業コード

平成24年度
（計画）

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

・名張地区防犯協
会負担金

2,216

その他（　　　）

1,460

3,338

0.20

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

1,095

0.20 0.20

1,460

3,6763,6763,676

1,460

3,676

補助金・交付金

○

「名張地区防犯協会」への活動費及び運営事務費
を支出することにより、犯罪防止に関する啓発を推
進し、犯罪のない社会を目指します。

地域防犯活動事業

施設等維持管理

投資事業

024701会計区分

特別及び企業会計、組合継続

（中事業名）

防犯対策費

2,216

1,460

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

人
工
数

職員（人） 0.15

事業費①（千円）
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

-

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

全国的に犯罪の多様化、凶悪化が進み、高齢者を狙った犯
罪も増加傾向にあります。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

H.24

活動指標 刑法犯認知件数

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など
主たる目的を「市全体の防犯活動と青少年の健全育成」とする本事務事業に対し、基
礎的コミュニティにおける防犯活動を主たる目的とする「生活安全推進協議会」との間
に、一部重複する活動が見られることから、役割分担について見直していく必要があり
ます。

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

目標

56.9

単位

目標

-

実績

実績

目標

53.0
成果指標

-
％

-

52.9

犯罪に対して不安感を持っている市民の割
合

件

犯罪に対して不安感を持っている市民の割合については、全国的には、犯罪の多発・凶悪化などにより社会
不安が増大していますが、名張市では減少傾向にあるため、今後も増加に転じないよう本事業を通じて取り
組みます。

797

実績

H.23
H.20

（現状値）
H.21 H.22

-

- -

-

765

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

899

特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名

その他団体（→③へ）

継続実施

継続（現行どおり）（※理由↓(2)へ）

一部実践している（→②へ）

補助・助成（→④へ）

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である。

66



（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

20

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

2

1 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

人
工
数

職員（人） 0.20

事業費①（千円）

継続

（中事業名）

防災対策費

298

0.10

1,995

補助金・交付金

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置
に関する法律第35条第1項の規定に基づき、市国民
保護計画を作成し、武力攻撃、大規模テロ等から国
民の生命、身体及び財産を守るため、国民の避難、
救援、武力攻撃に伴う被害を最小化する等の対策
を的確かつ迅速に実施することを目的とします。

国民保護事業費

施設等維持管理

投資事業

453301会計区分

特別及び企業会計、組合

1,995

2,1532,1532,293

1,995

2,153

1,460

0.25

0.10

0.25

158

その他（　　　）

0.10

1,995

1,460

0.25

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

平成24年度
（計画）

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

・国民保護協議会
委員費用弁償
・国民保護計画修
正

めざす効果（事業目的）

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

事業コード人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし

消防費

（小事業名）

国民保護事業費

消防費

防災

災害に強いまちづくり

一般会計安全で安心な地域づくり

1128(H.22)No.(H.21)No. 1113

総費用①+②（千円）

平成 年度～ 年度平成

地方債

県支出金

①
の
財
源
内
訳 一般財源

事務事業名

新・継

事業概要

平成１９年度に策定した「名張市国民保護計画」を修正するとともに、本計画に
基づく「避難実施マニュアル」を策定します。

[事業内容（事業量）・事業費]

・国民保護計画修正に係る検
討　・避難実施マニュアル策
定に係る検討

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

連絡先

158

根拠法令等

人件費②（千円）

政 策

基本政策

施 策

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

総
合
計
画

事業期間

小 施 策

298

・国民保護協議会委員費用
弁償18千円
・国民保護計画修正、避難実
施マニュアル策定印刷製本
費280千円

重点施策コード

158

企画財政部 危機管理室 藤岡　善光 63-7271

158

1-9.安心できる暮らしの創造（危機管理体制の充実）

・国民保護協議会
委員費用弁償
・国民保護計画修
正

・国民保護協議会
委員費用弁償
・国民保護計画修
正

国民保護事業費

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

158158

担当室名担当部局名 室長名

0.25

0.10
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

H.23
H.20

（現状値）
H.21 H.22

実績

単位

目標

実績

実績

目標

目標

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

国民保護計画をより具体的で、実効性のあるものとするために、継続して事業に取組
み、避難実施マニュアルの整備を進めます。

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

1995年には地下鉄サリン事件発生しており、また、最近で
は、2009年に北朝鮮ミサイル発射事案が発生するなど、
国、県、市町、住民が協力して住民を守るための仕組みを
強化することが必要になっているため、国民保護計画及び
避難実施マニュアルの整備が必要です。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

特になし

H.24

市が直接実施

継続（現行どおり）（※理由↓(2)へ）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である。
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（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

2

1 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

0.40

人
工
数

職員（人） 0.55

事業費①（千円）

継続

（中事業名）

防災対策費

9,504

0.50

5,960

補助金・交付金

災害に強いまちづくりを実現するために必要な環境
整備を図ります。

防災対策費

施設等維持管理

投資事業

453001会計区分

特別及び企業会計、組合

5,960

13,35313,35315,543

5,960

13,353

4,695

0.70

0.50

0.70

7,393

その他（　　　）

0.50

5,960

13,047

0.70

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

平成24年度
（計画）

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

・地域防災計画印
刷製本費
・備蓄用消耗品費
・コミュニティFM連
携システム関係使
用料
・防災ほっとメー
ル使用料
・県防災ヘリ負担
金　等

めざす効果（事業目的）

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

事業コード人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし

消防費

（小事業名）

防災対策費

消防費

防災

災害に強いまちづくり

一般会計安全で安心な地域づくり

1130(H.22)No.(H.21)No. 1111

総費用①+②（千円）

平成 年度～ 年度平成

79

7,348

地方債

県支出金

①
の
財
源
内
訳 一般財源

1,004

事務事業名

新・継

事業概要

防災対策にかかる一般事務経費です。

[事業内容（事業量）・事業費]

・事務消耗品費、避難所用消
耗品費394千円
・備蓄用食糧費230千円
・地域防災計画印刷製本285
千円
・防災訓練災害補償共済掛
金82千円
・気象情報システム使用料
1,575千円
・職員安否参集確認システム
使用料429千円
・避難所用看板設置工事418
千円
・避難所用備品等購入費616
千円
・県防災ヘリ負担金3,799千
円　等

連絡先

7,393

根拠法令等

人件費②（千円）

政 策

基本政策

施 策

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

総
合
計
画

事業期間

小 施 策

9,583

・事務消耗品費、備蓄用消耗
品費407千円
・地域防災計画、防災マップ
印刷製本2,600千円
・コミュニティFM連携システム
定期放送、全国瞬時警報シス
テム保守点検委託料380千円
・コミュニティFM連携システム
関係使用料819千円
・防災ほっとメール使用料
1,400千円
・県防災ヘリ負担金3,799千
円　等

重点施策コード

7,393

企画財政部 危機管理室 藤岡　善光 63-7271

7,393

1-9.安心できる暮らしの創造（危機管理体制の充実）

・地域防災計画印
刷製本費
・備蓄用消耗品費
・コミュニティFM連
携システム関係使
用料
・防災ほっとメー
ル使用料
・県防災ヘリ負担
金　等

・地域防災計画印
刷製本費
・備蓄用消耗品費
・コミュニティFM連
携システム関係使
用料
・防災ほっとメー
ル使用料
・県防災ヘリ負担
金　等

8,352

防災対策費

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

7,3937,393

担当室名担当部局名 室長名

0.70

0.50
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名

9

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

9

-

- -

-

H.23
H.20

（現状値）
H.21 H.22

団体

毎年、各地域への出前トークや、各種訓練を実施してきましたが、現在、減少傾向にあります。平成２２年度以
降は、従来の出前トークや各種訓練の実施とあわせて、防災センターの防災体験学習コーナーを活用した啓
発を行い、地震等の災害への備えをしている市民の割合が増加するよう努めます。

10

実績

-
％

-

35.4

地震等の災害への備えをしている市民の割
合

38.0
成果指標

35.7

単位

目標

-

実績

実績

目標

目標

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

事業実施にあたっては、新たな財源の確保や軽費削減に努めます。

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

活動指標
災害時における生活必需物資の供給応援協
定締結数（延べ値）

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

平成２０年６月の岩手・宮城内陸地震や、平成２１年７月の
中国・九州北部豪雨や、平成２１年１０月の台風１８号台風に
よる被害など、全国的に、災害による被害が後を絶たない状
況です。今後も、地震や風水害は、いつ発生してもおかしく
ない状況ですので、地域での出前トークや各種防災訓練を
実施していく必要があります。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

H.24

-

市が直接実施

継続（現行どおり）（※理由↓(2)へ）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である。
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（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

21 21

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

2

1 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

室長名担当室名担当部局名

1-9.安心できる暮らしの創造（危機管理体制の充実）

1,261

防災訓練費

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

企画財政部 危機管理室 藤岡　善光 63-7271

事業期間

小 施 策

重点施策コード

根拠法令等

人件費②（千円）

政 策

基本政策

施 策

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

総
合
計
画

事務事業名

新・継

事業概要

訓練日時：平成２１年１０月１８日（日）９：００～１２：００、訓練会場：名張中央公
園、主催：名張市、参加要請機関　：　国県等関係機関、市内自主防災隊、消
防団、ライフライン関係機関、防災関係協定締結自治体・企業等、その他防災
関係団体、防災関係ボランティア団体等、主要訓練項目：地域住民及び消防団
連携による訓練、地域住民及び公的機関連携による訓練、航空機等を用いた
訓練、医療・救護訓練、救援物資輸送訓練、ライフライン復旧訓練、防災啓発
展示等

[事業内容（事業量）・事業費]

総合防災訓練実施にかかる
委託料、消耗品費、食料費等
1,261千円

連絡先

地方債

県支出金

①
の
財
源
内
訳 一般財源 1,261

平成 年度～ 年度平成

総費用①+②（千円）

1129(H.22)No.(H.21)No. 1114

人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし

消防費

（小事業名）

防災訓練費

消防費

防災

災害に強いまちづくり

一般会計安全で安心な地域づくり

めざす効果（事業目的）

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

事業コード

平成24年度
（計画）

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

その他（　　　）

9,411

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

8,150

補助金・交付金

災害時における市及び防災関係機関相互の連携・
協力体制の強化を図り、あわせて、市民や自主防災
隊が、家庭や地域ぐるみで防災活動を実践し、もっ
て市民の防災行動力の向上と防災意識及び自助・
共助意識の高揚を図りました。

防災訓練費

施設等維持管理

投資事業

453401会計区分

特別及び企業会計、組合新規

（中事業名）

防災対策費

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

0.50

人
工
数

職員（人） 1.00

事業費①（千円）

71



（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

平成２０年６月の岩手・宮城内陸地震や、平成２１年７月の
中国・九州北部豪雨や、平成２１年１０月の台風１８号台風
による被害など、全国的に、災害による被害が後を絶たな
い状況です。今後も、地震や風水害は、いつ発生してもおか
しくない状況ですので、総合防災訓練を計画実施する必要
があります。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

・地域での防災訓練の必要性を強く感じたとの意見があった。
・避難訓練が参考になったとの意見があった。
・今後も定期的な訓練が必要との意見があった。

H.24

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

目標

105

単位

目標

実績

実績

目標

530
活動指標

-
地区

-

186
防災訓練を実施した地区数(延べ値）

防災訓練を実施した地区数は、平成２１年度に市主催の総合防災訓練を実施したため、増加しています。こ
の経験を生かして頂き、地区単位での防災訓練が継続されるよう啓発していきます。

実績

H.23
H.20

（現状値）
H.21 H.22

--

４～５年に１回程度、総合防災訓練を計
画実施していく必要があります。また、三
重県とより連携を図った訓練とするよう、
計画していく必要があります。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名
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（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

19

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

2

1 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

0.10

人
工
数

職員（人） 0.40

事業費①（千円）

継続

（中事業名）

防犯対策費

376

0.20

4,720

補助金・交付金

市民にとって一番身近な問題である防災・防犯・交
通安全を、市民や関係機関と一体的に取り組むこと
により、市民が安全で安心して暮らすことができるま
ちを目指す。

生活安全協議会費

施設等維持管理

投資事業

024801会計区分

特別及び企業会計、組合

4,720

4,8035,0965,096

4,720

4,803

3,090

0.60

0.20

0.60

376

その他（　　　）

0.20

4,720

3,173

0.60

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

平成24年度
（計画）

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

・生活安全推進協
議会総会・役員会
・各部会理事会
・防災講演会（防
災部会）
・特別警戒活動
（防災部会）　等

めざす効果（事業目的）

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

事業コード人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし

総務費

（小事業名）

生活安全協議会費

総務管理費

防災

災害に強いまちづくり

一般会計安全で安心な地域づくり

3004(H.22)No.(H.21)No. 3004

総費用①+②（千円）

平成 年度～ 年度平成

83

地方債

県支出金

①
の
財
源
内
訳 一般財源

事務事業名

新・継

事業概要

名張市生活安全推進協議会に防犯部会、防災部会、交通安全部会の三つの
部会を設け、部会ごとの活動の推進を図っています。防災部会は、地域におけ
る自主防災活動の取り組みを推進する。防犯部会は、市民の防犯思想を高め
ると共に積極的に防犯活動を実施する。また、民間における自主的な防犯活
動の促進を図る。また、３部会相互の連携を図る。（交通安全部会は、都市整
備部都市計画室が所管しています。）

[事業内容（事業量）・事業費]

・生活安全推進協議会総会・役員
会（各１回/年）
・防災・防犯部会理事会（各４回/
年）
・三重県地域防災教育センター研
修（防災部会）
・防災行政無線開局記念式及び
防災講演会開催（防災部会）
・名張川花火大会特別警戒（防犯
部会）
・年末特別警戒（防犯部会）
・八日えびす祭り街頭特別警戒
（防犯部会）（報償費66千円）
・委員用吊り下げ名札等17千円

名張市民の生活安全の推進に関する条例

連絡先

83

根拠法令等

人件費②（千円）

政 策

基本政策

施 策

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

総
合
計
画

事業期間

小 施 策

376

・生活安全推進協議会総会・役員
会（各１回/年）
・防災・防犯部会理事会（防災２
回、防犯５回/年）
・三重県地域防災教育センター研
修（防災部会）
・防災講演会開催（防災部会）
・名張川花火大会特別警戒（防犯
部会）
・全国地域安全運動（防犯部会）
・年末特別警戒（防犯部会）
・八日えびす祭り街頭特別警戒
（防犯部会）（報償費66千円）
・視察研修（防災・防犯部会）（講
師謝礼10千円×2部会、施設入
館、バス借上料261千円）
・消耗品29千円

重点施策コード

83

企画財政部 危機管理室 藤岡　善光 63-7271

83

1-9.安心できる暮らしの創造（危機管理体制の充実）

・生活安全推進協
議会総会・役員会
・各部会理事会
・防災講演会（防
災部会）
・特別警戒活動
（防犯部会）　等
・各部会視察研修

・生活安全推進協
議会総会・役員会
・各部会理事会
・防災講演会（防
災部会）
・特別警戒活動
（防災部会）　等

83

生活安全協議会費

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

83376

担当室名担当部局名 室長名

0.60

0.20
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名

55

生活安全推進協議会防犯部会の活動と、
「地域防犯活動事業」との間に一部重複す
る活動が見られるため、役割分担を見直
す必要がある。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

77

530

-

- -

-

H.23
H.20

（現状値）
H.21 H.22

件

防災訓練を実施した地区数は、平成２１年度に市主催の総合防災訓練を実施したため、増加している。この
経験を生かして頂き、地区単位での防災訓練が継続されるよう防災部会を通じて啓発していきます。　犯罪に
対して不安感を持っている市民の割合については、全国的には、犯罪の多発・凶悪化などにより社会不安が
増大していますが、名張市では減少傾向にあるため、今後も防犯部会を通じて防犯活動の推進を図ります。

70

実績

-
％

-

52.9

犯罪に対して不安感を持っている市民の割
合

-

53.0
成果指標

56.9

地区

単位

目標

-

実績

実績

目標

目標

105 291

-- -

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

生活安全推進協議会防犯部会の活動と、「地域防犯活動事業」との間に一部重複する
活動が見られるため、役割分担を見直す必要がある。また、生活安全推進協議会から
地域への情報発信力をさらに強化していく必要がある。

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

活動指標 初発型非行数

活動指標 防災訓練を実施した地区数（延べ値）

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

平成２０年６月の岩手・宮城内陸地震や、平成２１年７月の中国・九
州北部豪雨や、平成２１年１０月の台風１８号台風による被害など、
全国的に、災害による被害が後を絶たない状況です。今後も、地震
や風水害は、いつ発生してもおかしくない状況です。
また、犯罪の多様化、凶悪化が進み、高齢者を狙った犯罪も増加傾
向にあります。このような状況の中、生活安全推進協議会の活動を
推進していく必要があります。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

・３部会相互の連携、情報共有を強化すべきとの意見がある。
・防災部会で、地域での風水害対策について検討すべきとの意
見がある。

H.24

-

地域づくり組織等（→③へ）

継続実施

継続（現行どおり）（※理由↓(2)へ）

実践している（→②へ）

実行委員会・協議会設置（→④へ）

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

現在の手法が妥当である。
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（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

19 22

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

2

1 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

室長名担当室名担当部局名

1-9.安心できる暮らしの創造（危機管理体制の充実）

153,196

地域防災無線設備整備事業

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

企画財政部 危機管理室 藤岡　善光 63-7271

事業期間

小 施 策

重点施策コード

根拠法令等

人件費②（千円）

政 策

基本政策

施 策

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

総
合
計
画

事務事業名

新・継

事業概要

既存のアナログ無線をデジタル無線に移行するため、平成１９年度に「名張市地域防災無
線設備整備事業　基本設計書」、平成２０年度に「名張市地域防災情報通信システム詳細
設計書」を策定し、移動系のシステムは平成２１年度に「三重県防災行政無線全共用型に
よるデジタル無線の整備」を行いました。また、同報系のシステムは今年度に「同報無線の
代替設備としてコミュニティＦＭ連携システム及び防災メールの導入」により整備を図りま
す。
また、内閣官房からの有事関連情報、気象庁からの緊急地震速報などを、総務省消防庁
を通じて受信する全国瞬時警報システム（通称Ｊ－ＡＬＥＲＴ）も整備し、上記同報系のシス
テムと連動させていく予定です。

[事業内容（事業量）・事業費]

＜Ｈ21　現年分＞

・地域防災無線整備工事
151,379千円
・地域防災無線整備事業監
理業務1,785千円
・工場検査立会い等旅費33
千円
＜Ｈ22年度への繰越明許費＞

・コミュニティFM連携システム
整備工事42,564千円
・防災ほっとメール整備にか
かる委託料及びコミュニティ
FM連携システムへの全国瞬
時警報システム連動にかか
る委託料2,894千円

連絡先

地方債

県支出金

①
の
財
源
内
訳 一般財源 1,996

平成 年度～ 年度平成

総費用①+②（千円）

151,200

4041(H.22)No.(H.21)No. 4035

人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし

消防費

（小事業名）

地域防災無線設備整備事業

消防費

防災

災害に強いまちづくり

一般会計安全で安心な地域づくり

めざす効果（事業目的）

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

事業コード

平成24年度
（計画）

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

その他（　　　）

158,671

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

5,475

補助金・交付金

災害時に地域住民の不安を最小限にするために、
地域住民からの迅速な情報の収集と、地域住民へ
の適切な情報伝達を目的として整備します。

地域防災無線設備整備事業

施設等維持管理

投資事業

453201会計区分

特別及び企業会計、組合継続

（中事業名）

防災対策費

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

人
工
数

職員（人） 0.75

事業費①（千円）
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

-

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

平成２０年６月の岩手・宮城内陸地震や、平成２１年７月の
中国・九州北部豪雨や、平成２１年１０月の台風１８号台風
による被害など、全国的に、災害による被害が後を絶たな
い状況です。今後も、地震や風水害は、いつ発生してもおか
しくない状況ですので、コミュニティFMと防災メールを活用
し、同報系システムを構築していく必要があります。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

・屋外拡声子局を整備した方が良いのではないかという意見が
あった。

H.24

活動指標 防災訓練を実施した地区数（延べ値）

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

目標

35.7

単位

目標

-

実績

実績

目標

38.0
成果指標

-
％

-

35.4

地震等の災害への備えをしている市民の割
合

地区

防災訓練を実施した地区数は、平成２１年度に市主催の総合防災訓練を実施したため、増加しています。こ
の経験を生かして頂き、地区単位で、防災訓練が継続されるよう啓発していきます。また、訓練にあたっては、
防災行政無線を活用して頂くよう啓発していきます。

530

実績

H.23
H.20

（現状値）
H.21 H.22

-

- -

-

屋外拡声子局とFM連携方式を比較した
場合、FM連携方式の方が、整備費用と
維持管理費用が低く、また、屋外拡声子
局の場合は、大雨暴風時には、屋内で
は音声が聞取りづらいことや、騒音等の
問題があるため、FM連携方式と防災
ほっとメール活用した整備計画としまし
た。

291

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

105

特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名

市が直接実施

平成22年度事業完了

実践していない（適当ではない）（→④へ）

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である。
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（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

19 22

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

2

1 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

人
工
数

職員（人） 0.65

事業費①（千円）

継続

（中事業名）

防災対策費

45,800

10,888

補助金・交付金

災害に強いまちづくりを実現するため、防災拠点施
設の整備を行い、平常時は、市民への防災思想・知
識の普及啓発を促進します。また、激甚災害時に
は、市の災害対策活動の拠点施設として機能の充
実を図ります。

防災拠点施設総合整備事業

施設等維持管理

投資事業

452601会計区分

特別及び企業会計、組合

59,243

4,745

0.35

その他（　　　）

2,555

189,481

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

平成24年度
（計画）

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

めざす効果（事業目的）

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

事業コード人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし

消防費

（小事業名）

防災拠点施設総合整備事業

消防費

防災

災害に強いまちづくり

一般会計安全で安心な地域づくり

4042(H.22)No.(H.21)No. 4034

総費用①+②（千円）

176,700

平成 年度～ 年度平成

8,036

地方債

県支出金

①
の
財
源
内
訳 一般財源

事務事業名

新・継

事業概要

新消防庁舎に併設し、防災拠点施設（名張市防災センター）を整備し、７月１日
に竣工式を行いました。
・平成１９年度　基本設計
・平成２０年度　基本設計及び実施設計
・平成２１～２２年度５月末　建築工事

[事業内容（事業量）・事業費]

・建築工事182,290千円
・工事管理委託2,168千円
等

連絡先

根拠法令等

人件費②（千円）

政 策

基本政策

施 策

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

総
合
計
画

事業期間

小 施 策

56,688

・建築工事46,820千円
・工事管理委託623千円
・施設用備品購入9,200千円
等

重点施策コード

企画財政部 危機管理室 藤岡　善光 63-7271

1-9.安心できる暮らしの創造（危機管理体制の充実）

184,736

防災拠点施設総合整備事業

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

担当室名担当部局名 室長名
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名

新消防庁舎・防災拠点施設（防災セン
ター）は、平成２２年７月１日に竣工式を
終えました。今後は、円滑な運営に努め
ます。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

--

H.23
H.20

（現状値）
H.21 H.22

毎年、各地域への出前トークや、各種訓練を実施してきましたが、現在、減少傾向にあります。平成２２年度
以降は、従来の出前トークや各種訓練の実施とあわせて、防災センターの防災体験学習コーナーを活用した
啓発を行い、地震等の災害への備えをしている市民の割合が増加するよう努めます。

実績

-
％

-

35.4

地震等の災害への備えをしている市民の割
合

38.0
成果指標

35.7

単位

目標

実績

実績

目標

目標

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

平成２０年６月の岩手・宮城内陸地震や、平成２１年７月の
中国・九州北部豪雨や、平成２１年１０月の台風１８号台風
による被害など、全国的に、災害による被害が後を絶たな
い状況です。今後も、地震や風水害は、いつ発生してもおか
しくない状況ですので、防災拠点施設を速やかに整備する
必要がありました。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

H.24

市が直接実施

平成22年度事業完了

実践していない（適当ではない）（→④へ）

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である。

78



（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

22

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

2

1 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

○

その他 （ ）

室長名

0.75

1.00

担当室名担当部局名

3,7123,712

4,180

1-9.安心できる暮らしの創造（危機管理体制の充実）

防災講演会、管
理職防災研修、
防災センター運営
用光熱水費、清
掃・設備点検委託
料、EV保守・点検
委託料、貸館業
務等委託料　等

防災講演会、管
理職防災研修、
防災センター運営
用光熱水費、清
掃・設備点検委託
料、EV保守・点検
委託料、貸館業
務等委託料　等

防災センター費

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

企画財政部 危機管理室 藤岡　善光 63-7271

事業期間

小 施 策

4,180

・防災センター竣工記念講
演、自主防リーダー養成講
座、管理職防災研修　講師料
合計338千円
・防災センター運営用光熱水
費　1,494千円
・清掃業務委託料　713千円
・設備点検委託料　330千円
・EV保守・点検委託料　158
千円
・貸館業務等委託料　321千
円
等

重点施策コード

3,712

根拠法令等

人件費②（千円）

政 策

基本政策

施 策

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

総
合
計
画

事務事業名

新・継

事業概要

防災センターは、新消防庁舎に併設し、平常時は、防災研修室及び防災体験
学習コーナーにおいて、防災関係の研修会や講演会、市民に身近な防災体験
学習を行います。また、大規模災害発生時は、防災研修室を市の災害対策本
部とし、関係機関も含めた災害応急対策活動の拠点として活用します。また、
大規模災害に備えた市の災害対策本部の訓練を実施します。あわせて、防災
研修室において、市民のまちづくり活動や生涯学習活動の推進を図ります。

[事業内容（事業量）・事業費]

連絡先

4,180

地方債

県支出金

①
の
財
源
内
訳 一般財源

468 468

平成 年度～ 年度平成

総費用①+②（千円）

468 468

5038(H.22)No.(H.21)No.

人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし

消防費

（小事業名）

防災センター費

消防費

防災

災害に強いまちづくり

一般会計安全で安心な地域づくり

めざす効果（事業目的）

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

事業コード

平成24年度
（計画）

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

防災講演会、管
理職防災研修、
防災センター運営
用光熱水費、清
掃・設備点検委託
料、EV保守・点検
委託料、貸館業
務等委託料　等

4,180

その他（使用料・諸収入）

1.00

7,175

0.75

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

0.75

1.00

0.75

7,175

11,35511,35511,355

7,175

11,355

補助金・交付金

防災センターを活用し、市民の防災意識の高揚及び
防災知識・技能の普及啓発に努めます。
また、大規模災害発生時に、市災害対策本部の活
動を迅速かつ円滑に行えるよう体制強化を図りま
す。

防災センター費

施設等維持管理

投資事業

454601会計区分

○

特別及び企業会計、組合新規

（中事業名）

防災対策費

3,712

1.00

7,175

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

人
工
数

職員（人）

事業費①（千円）
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

-

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

平成２０年６月の岩手・宮城内陸地震や、平成２１年７月の
中国・九州北部豪雨や、平成２１年１０月の台風１８号台風
による被害など、全国的に、災害による被害が後を絶たな
い状況です。今後も、地震や風水害は、いつ発生してもおか
しくない状況ですので、防災センターを通じた防災啓発を推
進していく必要があります。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

特になし

H.24

活動指標
自主防災体などリーダー研修の受講者数
（延べ値）

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

平成２２年７月１日からの運用開始となりました。今後は、市民に開かれた防災セン
ターを目指して運営していきます。また、大規模災害に備えた、市災害対策本部設置
に向けた訓練を行っていきます。

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

目標

35.7

単位

目標

-

実績

実績

目標

38.0
成果指標

-
％

-

35.4

地震等の災害への備えをしている市民の割
合

人

毎年、各地域への出前トークや、各種訓練を実施してきましたが、現在、減少傾向にあります。平成２２年度
以降は、従来の出前トークや各種訓練の実施とあわせて、防災センターの防災体験学習コーナーを活用した
啓発を行い、地震等の災害への備えをしている市民の割合が増加するよう努めます。

3,525

実績

H.23
H.20

（現状値）
H.21 H.22

-

- -

-

1,215

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

705

特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名

継続実施

継続（現行どおり）（※理由↓(2)へ）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である。
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（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

22

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

2

1 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

室長名

0.35

担当室名担当部局名

3,2113,211

3,211

1-9.安心できる暮らしの創造（危機管理体制の充実）

・防災行政無線修
繕料
・保守点検業務委
託料
・蓄電池等購入費
・県防災行政無線
運営協議会負担
金

・防災行政無線修
繕料
・保守点検業務委
託料
・蓄電池等購入費
・県防災行政無線
運営協議会負担
金

防災行政無線費

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

企画財政部 危機管理室 藤岡　善光 63-7271

事業期間

小 施 策

3,311

・防災行政無線修繕料250千
円
・保守点検業務委託料333千
円
・移設工事費900千円
・蓄電池等購入費144千円
・県防災行政無線運営協議
会負担金1,647千円

重点施策コード

3,211

根拠法令等

人件費②（千円）

政 策

基本政策

施 策

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

総
合
計
画

事務事業名

新・継

事業概要

既存のアナログ無線をデジタル無線に移行するため、三重県防災行政無線全
共用型で移動系無線を整備しました。（基地局１台、陸上移動局１５７台、遠隔
制御器７台）
本年度以降、防災行政無線の保守点検業務を行っていきます。

[事業内容（事業量）・事業費]

連絡先

3,211

地方債

県支出金

①
の
財
源
内
訳 一般財源

平成 年度～ 年度平成

総費用①+②（千円）

6093(H.22)No.(H.21)No.

人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし

消防費

（小事業名）

防災行政無線費

消防費

防災

災害に強いまちづくり

一般会計安全で安心な地域づくり

めざす効果（事業目的）

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

事業コード

平成24年度
（計画）

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

・防災行政無線修
繕料
・保守点検業務委
託料
・蓄電池等購入費
・県防災行政無線
運営協議会負担
金

3,211

その他（　　　）

2,555

0.35

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

0.35 0.35

2,555

5,7665,7665,866

2,555

5,766

補助金・交付金

防災行政無線の適切な管理、運用を図り、地域住民
からの迅速な情報収集と、市から地域住民への迅
速かつ正確な情報提供に努めます。

防災行政無線費

施設等維持管理

投資事業

453901会計区分

○

特別及び企業会計、組合新規

（中事業名）

防災対策費

3,311

2,555

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

人
工
数

職員（人）

事業費①（千円）
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

平成２０年６月の岩手・宮城内陸地震や、平成２１年７月の
中国・九州北部豪雨や、平成２１年１０月の台風１８号台風
による被害など、全国的に、災害による被害が後を絶たな
い状況ですので、防災行政無線の適切な保守点検及び管
理を実施する必要があります。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

・地域の実情に応じて、追加で無線を配備してほしいとの要望
があります。

H.24

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

現在の財政状況の中で、有効性・効率性を考慮した中では、現状の配備状況が妥当
であるが、将来的には、地域をとりまく状況の変化に合わせて、配備計画の見直し等も
考えていく必要があります。

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

目標

105

単位

目標

実績

実績

目標

530
活動指標

-
団体

-

291
防災訓練を実施した地区数（延べ値）

防災訓練を実施した地区数は、平成２１年度に市主催の総合防災訓練を実施したため、増加しています。こ
の経験を生かして頂き、地区単位での防災訓練が継続されるよう啓発していきます。また、訓練にあたって
は、防災行政無線を活用して頂くよう啓発していきます。

実績

H.23
H.20

（現状値）
H.21 H.22

--

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名

市が直接実施

継続（現行どおり）（※理由↓(2)へ）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である。
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